
区分
一般行政職

技能労務職

・「平均給料月額」とは、平成31年4月1日現在における職員の基本給の平均です。

一般行政職 大　学　卒

高　校　卒

技能労務職 高　校　卒

中　学　卒

経 験 年 数
10年以上～
15 年 未 満

経験年数 15
年 以 上 ～ 20
年 未 満

経 験 年 数
20年以上～
25 年 未 満

経 験 年 数
25年以上～
30 年 未 満

大　学　卒 265,300円 313,200円 338,800円 359,400円
高　校　卒 238,500円 359,200円 311,000円 340,800円
高　校　卒 該当者なし 225,800円 該当者なし 該当者なし

中　学　卒 該当者なし 該当者なし 該当者なし 該当者なし

１人当たり平均支給額（平成30年度） －

. （平成30年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

６月期 1.300 0.925 月分 1.225 0.900 月分

１２月期 1.300 0.925 月分 1.375 0.950 月分

合　計 2.60 1.85 月分 2.60 1.85 月分

  ・役職加算　5～15％   ・役職加算　　5～20％

  ・管理職加算　10～25％

※勤勉手当は、平成１８年度から勤務評定に基づく勤務成績に応じて支給しています。

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 自己都合
勤続２０年 19.6695 24.586875 月分 19.6695 24.586875 月分

勤続２５年 28.0395 33.27075 月分 28.040 33.27075 月分

勤続３５年 39.7575 47.709 月分 39.758 47.709 月分

最高限度額 47.709 47.709 月分 47.71 47.709 月分

加算措置
の状況

18,265 千円

支給実績（平成30年度決算） 44 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成30年度決算） 2,000 　円

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成30年度） 17.05 　％

手当の種類（手当数）
主な支給対象業務

感染症の病
原体に汚染
された場所
や物件の消
毒や動物等
の駆除

死体処理

台風災害現
場出動

87,107 千円 84,362 千円
407 千円 357 千円

退職手当
（平成31年4月1日
現在）

期末手当・勤勉手
当
（平成31年4月1日
現在）

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

給与の状況

・「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務
手当、通勤手当などの諸手当の額を合計したものです。

職員の平均給料月額、
平均給与月額及び平
均年齢の状況
（平成31年4月1日現
在）

平均給与月額
43.9歳

職員の経験年数
別・学歴別平均給
料月額の状況
（平成31年4月1日
現在）

区　　　　分

358,400円

職員の初任給の状
況
（平成31年4月1日
現在）

平均給料月額

148,600円
146,000円

初任給

-

職制上の段階、職務の級等による加算措置
加算措置
の状況

牛　　久　　市

牛　　　　久　　　　市

148,600円
-
-

国

区　　　分 内　　　　　　　　容

初任給
180,700円 180,700円

267,300円
311,500円

平均年齢

47.6歳
426,400円

1人当たり平
均支給額

国

167万円

区　　　   分

　　　勧奨・定年

 定年前早期退職特例措置　2～20％加算

一般行政職

技能労務職

職制上の段階、職務の級等による加算措置

下記の３手当のみ支給

  定年前早期退職特例措置　2～20％加算

１人当たり平均支給額（平成30年度）

国牛　久　市　（退職手当事務組合による）

　　　勧奨・定年

時間外勤務手当

　　　１日につき　2,000円

職員の手当
の状況

支給実績

支給職員１人当たり平均支給年額

特殊勤務手当
（平成31年4月1日
現在）

区分

荒天、水害等の災害現場に出
動し業務に従事した職員

災害出動手当

平成29度 平成30年度

手当の名称 主な支給対象職員 左記職員に対する支給単価

感染病感染の危険がある
作業に従事した職員

感染症消毒作業手当 　　　１日につき　2,000円

行旅死亡人又は変死人処
理作業に従事した職員

行旅死亡人又は変死人
処理作業手当

　　　１回につき　3,000円


